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手 県 補助 金 交 付 規則 を ここ に 公布 する 。 
岩手 県 補助 金 交 付 規 則 
(目的 ) 

第 1 条 
の 交付 の 

(定義 

第 2 条 
助 事業 者 」 と は 、 補 助 事業 を 行う 者 を いう 
(補助 金 交付 の 対象 等 ) 
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F 成 13 年 3 月 15 日 
F 成 21 年 10 月 30 日 』 
F 成 25 年 3 月 29 日 


に il 
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HL 














LT 


この 規則 は 、 別 に 定め る も の の ほか 、 補 助 


O 








金 に 係る 予算 の 





























この 規則 に お いて 「 補 助 事業 」 と は 、 補 助 金 の 交付 の 対象 と な る 事業 又は 事務 を いい 、 











第 3 条 補助 金 の 名 称 、 目 的 、 交 付 対象 、 交 付 の 事務 





に 定め る 。 
(補助 金 の 交付 の 申 
第 4 条 補助 金 の 交付 の 


請 ) 























容 及び 補助 事業 に 要する 経費 等 を 記載 し た 申請 書 に 知事 が 定め る 








まで に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 
















































































申請 を し よう と する 者 は 、 知 事 が 定め る と ころ に より 、 補 助 事 業 の 
































執行 の 適正 化 を 図る た め 、 補 助 
半 、 決 定 等 その 他 補 助 金 の 交付 に 関し 必要 な 事項 を 定め る こと を 目的 と する 。 


類 を 添え て 、 知 事 が 














昭和 32 年 11 月 
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「 補 


業 の 内 容 及び その 人 額 又 は 補助 率 等 は 、 別 











内 
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的 、 
定め る 期 









































(補助 金 の 交付 の 決定 ) 

第 5 条 知事 は 、 補 助 金 の 交付 の 申請 が あっ た と き は 、 当 該 申 請 に 係る 書類 等 の 審査 及び 必要 に 応じ 
現地 調査 等 を 行い 、 補 助 金 を 交付 すべ きも の と 認め た と き は 、 速 や か に 補助 金 の 交付 の 決定 を する 
も の と する 。 

(補助 金 の 交付 の 条件 ) 
第 6 条 次 の 各 号 に 掲げ る 事項 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 に 附 す る 条件 と する 。 

















(1) 

知事 の 承認 を 受け る こと 。 

(2) 補助 事業 の 内 容 の 変更 (知事 が 
受け る こと 。 

(3) 補助 事業 を 




















































































































































































































止 し 、 又 は 廃止 する 場合 に は 、 知 事 の 承 














補助 事業 に 要する 経費 の 配分 の 変更 (知事 が 定め る 軽微 な 変更 





認 を 受け 























を 除く 。) を する 場合 に は 、 





定め る 軽微 な 変更 を 除く 。) を する 場合 に は 、 知 事 の 承認 





る ここ ES 



































































































































(4) 補助 事業 が 予定 期間 内 に 完了 し な い 場 合 又は 補助 事業 の 遂行 が 困難 と な っ た 場合 に 知事 に 報 
告 し て その 指示 を 受け る こと 。 

2 前 項 に 規定 する も の の ほか 、 知 事 は 補助 金 の 交付 の 目的 を 達成 する た め 必 要 が ある と き は 、 条 件 
を 附 す る こと が ある 。 

(決定 の 通知 ) 

第 7 条 知事 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 を し た と き は 、 速 や か に その 決定 の 内 容 及 び 前 条 第 2 項 の 規定 
に より 条件 を 附 し た 場合 に は 、 そ の 条件 を 補助 金 の 交付 の 申請 を し た 者 に 通知 する も の と する 。 
(申請 の 取下げ ) 

第 8 条 補助 金 の 交付 の 申請 を し た 者 は 、 前 条 の 規定 に よる 通知 を 受領 し た 場合 に お いて 、 当 該 通知 
に 係る 補助 金 の 交付 の 決定 の 内 容 又 は これ に 附 さ れ た 条件 に 不服 が ある と き は 、 知 事 が 定め る 期日 
まで に 、 申 請 の 取下げ を する こと が で きる 。 

2 前 項 の 規定 に よる 申請 の 取下げ が あっ た と き は 、 当 該 申 請 に 係る 補助 金 の 交付 の 決定 は 、 な か っ 
た や も の と みな す 。 

(事情 変更 に よる 決定 の 取消 ) 
第 9 条 知事 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 を し た 場合 に お いて 、 そ の 後 の 事 情 の 変更 に より 特別 の 必要 が 





> 

















生じ た と き は 、 補 助 金 の 交付 の 決 
に 附 し た 条件 を 変更 する こと が ある 。 


























E の 全部 又は 
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部 を 取り 消し 、 又 は その 決定 の 内 容 若しくは これ 








2 前 項 の 規定 に より 補助 金 の 交付 の 決定 を 取消 すこ と が ある 場合 は 、 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 す 
る 場合 と する 。 
(1) 天災 地変 その 他 の 補助 金 の 交付 の 決定 後生 じ た 事 情 の 変更 に より 補助 事業 の 全部 又は 一 部 を 

継続 する 必要 が な く な っ た 場合 
(2) 補助 事業 者 が 補助 事業 を 遂行 する た め 必 要 な 土地 その 他 の 手段 を 使用 する こと が で き な い こ 
と 、 補 助 事業 に 要する 経費 の うち 補助 金 に よっ て まかなわ れる 部 分 以外 の 部 分 を 負担 する こと が 
で き な い こと その 他 の 理由 に より 補助 事業 を 遂行 する こと が で き な い 場合 

3 第 1 項 の 規定 に よる 補助 金 の 交付 の 決定 の 取消 に より 特別 に 必要 と な っ た 次 に 掲げ る 経費 に 対し 
て は 、 補 助 金 を 交付 する こと が ある 。 
(1) 補助 事業 に 係る 機械 、 器 具 及 び 仮 設 物 の 撤去 その 他 の 残務 処理 に 要する 経費 
(2) 補助 事業 を 行う た め に 締結 し た 契約 の 解除 に より 必要 と な っ た 賠償 金 の 支払 に 要する 経費 

4 第 7 条 の 規定 は 、 第 1 項 の 場合 に つい て 準用 する 。 

(補助 事業 の 遂行 ) 

第 10 条 補助 事業 者 は 、 こ の 規則 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 内 容 及 び こ れ に 附 し た 条件 並び に 知事 が こ 
の 規則 に 基づい て する 指示 に 従っ て 、 善 良 な 管理 者 の 注意 を も っ て 補助 事業 を 行わ な けれ ば な ら な 
い 。 
(補助 事業 遂行 の 指示 

第 11 条 知事 は 、 補 助 事業 者 が 補助 事業 を 補助 金 の 交付 の 決定 の 内 容 又 は これ に 附 し た 条件 に 従っ て 
遂行 し て いな いと 認め た と き は 、 補 助 事業 者 に 対し 、 こ れ ら に 従っ て 当該 補助 事業 を 遂行 すべ きこ 
と を 指示 する こと が ある 。 

2 知事 は 、 補 助 事業 者 が 前 項 の 指示 に 違反 し た と き は 、 当 該 補助 事業 の 遂行 の 一 時 停止 を 命ずる こ 
と が ある 。 

(決定 の 変更 ) 

第 12 条 知事 は 、 補 助 事 業 の 内 容 の 変更 の 承認 又は 補助 事業 の 内 容 を 変更 し た 場合 に お いて は 、 当 該 
変更 に 伴い 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 変更 を 要する と き は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 変更 を する も の と 
する 。 

2 第 7 条 の 規定 は 、 前 項 の 場合 に つい て 準用 する 。 

(補助 金 の 交付 ) 

第 13 条 補助 事業 者 は 、 知 事 が 定め る と ころ に より 、 補 助 事業 が 完了 し た と き (補助 事業 の 廃止 の 承 
認 を 受け た と き を 含む 。) は 、 補 助 金 請求 書 に 知事 が 定め る 書類 を 添え て 、 提 出し な けれ ば な ら な 
い 。 

2 知事 は 、 前 項 の 規定 に よる 書類 を 受理 し た 場合 に お いて 、 当 該 書類 を 審査 し 、 必 要 に 応じ 現地 詩 

査 を 行い 、 補 助 事業 が 補助 金 の 交付 の 決定 の 内 容 及 び こ れ に 附 し た 条件 に 適合 する と 認め た と き は 、 

速やか に 補助 金 を 交付 する 。 

(是正 の た め の 指 示 ) 

第 14 条 知事 は 、 前 条 第 1 項 の 規定 に よる 書類 を 受理 し た 場合 に お いて 、 補 助 事業 が 補助 金 の 交付 の 
決定 の 内 容 及 び こ れ に 附 し た 条件 に 適合 し な いと 認め る と き は 、 こ れ に 適合 する よう 措置 する こと 
を 当該 補助 事業 者 に 対し て 指示 する こと が ある 。 

2 前 項 の 規定 に よる 指示 に 従い 措置 を 行っ た 場合 に は 、 そ の 結果 を 知事 に 報 
(決定 の 取消 ) 

第 15 条 知事 は 、 補 助 事業 者 が 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する 場合 に は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 全部 
又は 一 部 を 取り 消す こと が ある 。 
(1) 第 6 条 第 1 項 に 規定 する 条件 又は 同 条 第 2 項 の 規定 に 基づき 附 し た 条件 に 違反 し た と き 。 
(2) 第 11 条 又は 第 14 条 の 規定 に よる 指示 に 違反 し た と き 。 

(3) 補助 金 を 他 の 用 途 に 使用 し た と き 。 
(4) 偽り その 他 不 正 の 手段 に より 補助 金 の 交付 を 受け た と き 。 
(5) 岩手 県 暴力 団 排除 条例 (平成 23 年 岩手 県 条例 第 35 号 ) 第 2 条 第 2 号 に 規定 する 革 力 団 、 同 条 
第 3 号 に 規定 する 暴力 団員 又は これ ら と 密接 な 関係 を 有する 者 で ある こと が 判明 し た と き 。 
2 前 項 の 規定 は 、 補 助 金 の 交付 が あっ た 後に お いて も 適用 が ある も の と する 。 
3 第 7 条 の 規定 は 、 第 1 項 の 規定 に よる 取消 を し た 場合 に つい て 準用 する 。 
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SG 





}+ れ ば な ら な い 。 




















































































































































































































第 16 条 の 2 知事 は 、 補 助 


第 17 条 知事 は 、 補 助 事業 者 が 
は 、 納 期日 の 翌日 か ら 納付 の 日 3 
MM NN 


第 18 条 知事 は 、 補 助 


(補助 金 の 返 本 ) 








第 16 条 補助 事業 者 は 、 前 条 の 規定 に より 補助 金 
に 係る 部 分 に 関し 、 す で に 補助 金 














還 し な けれ ば な ら な い 。 

















前 項 の 規定 は 、 第 12 条 第 1 項 の 規定 に よる 神 








(加算 金 ) 


























た 人 額 ) に つき 年 10.95 パ ー セ ン 





ト の 











の 交付 の 決定 を 
が 交付 され て いる と き は 、 知 事 の 命ずる と ころ に より 補 


反り 消さ れ た 場合 に お いて 、 









































F 助 金 の 交付 の 決定 を 変更 し た 場合 に つ 





























第 15 条 第 1 項 の 規定 に よる 補助 金 
補助 人 金 の 返還 を 命ぜ られ た と き は 、 そ の 命令 【 CC, 


じ 、 当 該 補助 金 の 額 (その 一 部 を 納付 し た 場合 に 













































































該 補助 金 が 補助 金 等 に 係る 予算 の 執行 の WE EMT 
に 規定 する 間接 補助 金 等 (国費 分 に 











2 補助 金 が 2 回 以上 に 分 








限る 。 0 
け て 交付 され て いる 場合 に 


























割合 で 計算 + 








取消 し 
助 金 を 返 











用 する 。 


肥 消 し を 受け 、 
日 数 に 応 
期間 に つい て は 、 既 納 額 を 控除 し 
Na 200 の 8 ot 当 














た 律 第 179 号 ) 第 2 条 第 4 項 


























返 選 を 命 








E の 適用 に つい て は 、 





























ぜ ら れ た 額 に 相当 する 補助 金 は 、 
その 日 に 受領 し た 額 を 超え る と き は 、 当 該 返 世 を 命ぜ られ た 額 に 






































最後 の 受領 

















Cn し た も の と し 、 当 該 返 還 を 命ぜ られ た 額 が 











れ の 受領 の 日 に お いて 受領 し た も の と する 。 




















3 第 1 項 の 規定 












































(延滞 金 ) 




































































( 他 の 補助 金 の 一 時 停止 等 ) 








に より 加算 金 を 納付 
が 返 選 を 命ぜ られ た 補助 金 の 額 
金 の 額 に 充て られ た も の と する 。 


E で の 日 数 ( 























dn 


Wi 

















一 部 を 納付 し な い 場 合 


が ある 。 
(財産 の 処分 の 制限 ) 














第 19 条 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 に 





より 





に 達する まで は 、 そ の 納付 金額 は 





、 補 助 金 の 返還 を 命ぜ られ 、 
こ 応じ 、 そ の 未納 付 の 額 に つき 
は る こと が ある 。 





i を 命ぜ られ 、 
に お いて 、 そ の 者 に 
ある と き は 、 相 当 の 限度 に お いて その 交付 を 一 時 停止 し 、 又 は 当該 補 











を 受け な いで 、 補 助 金 の 交付 の 
り 壊 し 、 又 は 廃棄 し て は な ら な い 。 た だ し 、 補 
て 知事 が 定め る 期間 を 経過 し た 








(1) 不動 産 











場合 


























(2) 機械 及び 重要 な 器具 で 知 
(3) その 他 知 事 が 特に 必要 が ある と 認め て 指定 する も の 
2 知事 は 、 前 項 の 承認 を する と き ! 
付す べき こと を 命ずる こと が ある 。 

















附 則 


この 規則 は 、 公 布 の 日 か ら 施行 し 、 




















付 し た も の と みな す 。 

















年 当たり の 田 






























































(昭和 45 年 7 月 6 日 規則 第 
| 合 の 基礎 と な る 日 
第 22 条 第 1 条 、 第 4 条 、 第 6 条 、 第 7 条 、 第 9 条 、 第 17 条 及び 第 18 条 の 
規定 並び に 第 2 条 の 規定 に よる 改 
改正 後 の 岩手 県 農業 改良 施設 資金 債務 保 
婦人 更生 資金 貸付 規則 第 3 条 第 4 項 、 第 16 条 の 大 
15 条 及び 第 20 条 の 規定 に よる 改正 後 の 究 婦 福 祉 資金 貸付 規則 第 12 条 に 定 
(じゅ ん ) 年 の 日 を 含む 期間 に つい て も 、 








が 指定 する も の 











ょ 、 そ の 交付 し た 補助 金 


37 号 抄 ) 
数 ) 

















まで 順次 さか の ぼり それ ぞ 


し な けれ ば な ら な い 場 合 に お いて 、 補 助 事業 者 の 納付 し た 金額 
謙 返 還 を 命ぜ られ た 補助 








r[ 











で に 納付 し な か っ た と き 
年 10.95 パ ー セ ント の 割合 











当該 補助 金 、 加 算 金 又は 
又は 事業 に つい て 交付 すべ き 補 助 金 が 
岳 額 と 相殺 する こと 


























に 対し て 同種 の 事 


















































収得 し 、 又 は る 
的 に 反し て 使用 






























































その 他 知 事 が 特に 必要 と 認め る 場合 は 、 











全部 又は 





加 し た 次 に 掲げ る 財産 を 、 知 事 の 承認 
、 貸 し 付け 、 担 保 に 供し 、 取 
目的 及び 当該 財 産 の 耐用 年 数 を 勘案 し 
この 限り で な い 。 





























昭和 32 年 度 分 の 補助 金 か ら 適 用 する 。 
昭和 32 年 度 予算 に 係る 補助 金 で この 規則 の 施行 前 に 交付 し た も の に つい て は 、 





規定 に よる 改正 後 の 】 




















県 農業 改良 資金 貸付 規則 第 12 条 、 第 3 条 の 
証 及び 利子 補給 規則 第 19 条 、 第 5 条 の 規定 


E 後 の 岩手 


の 全部 又は 一 部 に 相当 する 金額 を 県 に 納 


同 則 の 
規定 に よる 
RE 














正 後 の 中 小 企業 高度 化 % 
































365 日 当 た 











規則 第 
め る 年 当たり の 割合 は 、 閣 











附 則 (昭和 45 年 7 月 6 日 規則 第 37 与 ) 

(施行 期日 ) 
1 この 規則 は 、 公 布 の 日 か ら 施行 する 。 
(経過 措置 ) 
2 次 に 揚げ る 規則 の RR こ 締 結 さ れ た 契約 に よる 貸付 金 に 
係る も の の 額 の 計算 に つい て は 、 な お 従前 の 例 に よ 

(1) 中 小 企業 設備 近代 化 資金 貸付 規則 第 17 条 

(2) 岩手 県 農業 改良 資金 貸付 規則 第 12 条 
3 次 に 掲げ る 規則 の 規定 に 規定 する 違約 金 、 延 滞 金 、 遅 延 利息 及 び 利 島 の 全部 又は 一 部 で 施行 日 前 
の 期間 に 対応 する も の の 額 の 計算 に つい て は 、 な お 従前 の 例 に よる 。 

(1) 岩手 県 農業 改良 施設 資金 債務 保証 及び 利子 補給 規則 第 19 条 

(2) 岩手 県 補助 金 交付 規則 第 17 条 

(3) 婦人 更生 資金 貸付 規則 第 3 条 第 4 項 
(4) 岩手 県 開拓 地 中 小 家畜 導入 資金 貸付 規則 第 11 条 

(5) 農業 用 トラ クタ ー 等 貸付 規則 第 18 条 第 2 項 

(6) 中 小 企業 機械 類 貸付 譲渡 規則 第 19 条 

(7) 中 小 企業 高度 化 資金 貸付 規則 第 15 条 

(8) 般 県 有 家 畜 導 入 事業 に よる 雌牛 の 貸付 け 及 び 譲 渡 に 関す る 規則 第 15 条 
(9) 自動 車 事故 に よる 被害 者 等 に 対す る 教 済 資 金 の 貸付 け に 関す る 規則 第 8 
(10) 座 婦 福祉 資金 貸付 規則 第 12 条 
4 この 規則 に よる 改正 前 の 規則 に 規定 する 様式 に よる 用 紙 は 、 当 分 の 間 、 こ れ を 取り 繕 つて 使用 す 
る こと が で きる 。 

附 則 (平成 13 年 3 月 15 日 規則 第 18 号 ) 
(施行 期日 










































































































































































































































































































































































































































































































































































) 

1 この 規則 は 、 平 成 13 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
(経過 措置 ) 

2 この 規則 に よる 改正 後 の 岩手 県 補助 金 交付 規則 の 規定 は 、 こ の 規則 の 施行 の 日 以後 に 交付 決定 を 
受け た 補助 金 か ら 適 用 し 、 同 日 前 に 交付 決定 を 受け た 補助 金 に つい て は 、 な お 従前 の 例 に よる 
(造林 補助 金 交 付 規 則 の 一 部 改正 ) 

3 造林 補助 金 交付 規則 (昭和 48 年 岩手 県 規則 第 73 号 ) の 一 部 を 次 の よう に 改正 する 。 

次 の よう (省略 ) 
(森林 災害 等 復旧 造林 事業 補助 金 交付 規則 の 一 部 改正 ) 
4 森林 災害 等 復旧 造林 事業 補助 金 交 付 規 則 (昭和 56 年 岩手 県 規則 第 86 号 ) の 一 部 を 次 の よう に 改正 























する 。 
次 の よう (省略 ) 
附 則 (平成 21 年 10 月 30 日 規則 第 63 号 ) 
1 この 規則 は 、 平 成 21 年 11 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
2 この 規則 に よる 改正 後 の 岩 手 県 補助 金 交付 規則 第 19 条 の 規定 は 、 こ の 規則 の 施行 の 日 前 に 交付 決 
定 を 受け た 補助 金 に つい て も 適用 
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する 。 
附 則 (平成 25 年 3 月 29 日 規則 第 31 号 ) 
1 この 規則 は 、 公 布 の 日 か ら 施行 する 。 
2 この 規則 に よる 改正 後 の 岩手 県 補助 金 交 付 規則 第 15 条 第 1 項 の 規定 は 、 こ の 規則 の 施行 の 日 以後 
2 ドー ゝ ら 適用 し 、 同 日 前 に 交付 決定 を 受け た 補助 金 に つい て は 、 な お 従前 の 
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